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前 文 

 1 

地方独立行政法人明石市立市民病院は、平成２３年１０月１日の法人設立以降、「患者中心の安2 

全で高度な医療を提供し、市民の生命と健康を守り、市民からの信頼に応える」という変わらぬ基3 

本理念のもと、市民のための病院として地域医療を支え守り続けている。 4 

 第１期中期目標期間において、地域医療支援病院の承認を受け、地域の中核病院として地域医療5 

への貢献、救急体制の強化を図るなど、市民に対して提供する医療機能の充実や質の向上について6 

一定の役割を果たしてきた。 7 

しかしながら、医療を取り巻く環境が厳しいなか、業務運営の効率化に向けた取組に遅れが生じ、8 

結果として安定した経営基盤の確立に至っていないなど経営面での課題が残っている。 9 

団塊の世代がすべて 75歳以上となる 2025 年に向けて、高度急性期から在宅医療・介護までの一10 

連のサービス提供体制を一体的に確保する地域包括ケアシステムの構築が急がれるなか、地域の実11 

情を踏まえた病床機能の再編が喫緊の課題となっている。 12 

このような社会情勢のなか、市民のための病院として、引き続き高度な総合的医療の提供や医療13 

の質の向上に努めるとともに、地域医療支援病院として地域包括ケアシステムにおいて医療面の中14 

核を担うなど、市民病院として果たすべき役割を積極的に推進することを求める。 15 

また、その役割を将来にわたって持続可能とするために、職員が一丸となって、構造改革の推進16 

や安定した経営基盤の確立を実現することが不可欠である。 17 

患者や市民、地域の医療機関から信頼される病院として、社会状況の変化に合わせて環境に適時18 

対応できる迅速性、柔軟性のある経営のもと、全力で地域医療を支え守り続けることを強く期待し19 

て、第２期の中期目標を定める。 20 

 21 

 22 

 23 

第１ 中期目標の期間 24 

中期目標の期間は、平成２８年４月１日から平成３１年３月３１日までの３年間とする。 25 

 26 

第２ 市民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項 27 

 28 

１ 市民病院の果たすべき役割の明確化 29 

(1) 医療機能の明確化 30 

急性期医療を提供する地域の中核病院として病床機能や病院規模等のあり方を検討すると31 

ともに、地域における効率的な医療提供体制を確保するため、地域のニーズ等に沿った医療32 

機能の充実や施設の整備、医療従事者の確保・育成等の役割を明確にすること。 33 

 34 

(2) 地域包括ケアシステムのなかでの役割の明確化 35 

      団塊の世代が 75 歳を迎える 2025 年に向けて、医療・介護サービスの総合的な確保を図る36 

ため、地域包括ケアシステムの構築が始まるなか、同システムにおける中核的な病院として37 

の役割や位置付けを明確にすること。 38 

 39 
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(3) 災害等緊急時への対応 1 

市が中核市移行に向けて検討を進めているなか、大規模災害時医療や感染症対策など医療2 

拠点としての役割を認識し、市及び地域の医療、介護、保健、福祉等と連携・協力して、迅3 

速かつ的確に対応できる体制を構築すること。 4 

 5 

２ 高度な総合的医療の推進 6 

(1) 急性期医療の総合的な提供 7 

     多くの診療科を有する総合病院として、入院や手術を中心とした急性期医療を提供すると8 

ともに、複合疾患や患者ケアに総合的に対応する体制を作り推進すること。 9 

がんや脳血管疾患、心疾患、消化器系疾患のほか、高齢化の進展に伴い増大する整形外科10 

系、呼吸器系等の疾患に対応できるよう機能の強化を図ること。 11 

また、その他地域で必要な医療の提供体制の充実に努めること。 12 

 13 

(2) 救急医療の推進 14 

二次救急診療や一次救急の後方支援、地域の小児医療の要として小児救急の充実など、地15 

域の基幹病院として救急医療のさらなる充実と受入強化を図り応需率を高めること。 16 

 17 

(3) 予防医療及び市と連携した政策医療 18 

     市民の健康増進を図るため、市の保健・福祉行政と連携のもと、各種健康診断の実施やハ19 

イリスク小児の予防接種への対応、小児医療、認知症の初期鑑別診断など、予防医療及び政20 

策医療の充実を図ること。 21 

 22 

３  利用者本位の医療サービスの提供 23 

(1) 医療における信頼と納得の実現 24 

患者等利用者に対し、市民病院の役割・機能について、わかりやすく情報提供を行うこと。 25 

インフォームド・コンセントを徹底するなど患者からの信頼と納得が向上するよう努める26 

こと。 27 

 28 

(2) 利用者本位のサービスの推進 29 

市民や患者等のニーズを的確に把握し、受療環境や患者等の利便性の向上など、利用者本30 

位の医療サービスに向けて改善を続けること。 31 

 32 

４  地域とともに推進する医療の提供 33 

(1) 地域医療支援病院としての役割の推進 34 

地域の医療機関の後方支援を行うとともに、協働して地域の医療を担う体制を整備し、地35 

域医療支援病院としての役割を積極的に果たすこと。 36 

 37 

(2) 地域の医療機関・介護事業者との連携強化 38 

利用者の視点に立った切れ目のない医療及び介護の提供体制を構築するため、医療機関や39 

介護事業者等の多職種が連携して取り組める環境づくりに貢献すること。 40 
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(3) 地域社会や地域の諸団体との交流 1 

 市民や関係団体に講座やイベントを通じて急性期医療から在宅医療・介護に関する情報の2 

普及啓発を行うこと。 3 

また、市民等が医療及び介護のあり方に関心を持ち、疾病予防や介護予防にも積極的に取4 

り組んでいけるような機会づくりを担うこと。 5 

 6 

５  総合力による医療の提供 7 

(1) チーム医療と院内連携の推進 8 

    医療に携わる全職員が、部門や職種を超えた良好なコミュニケーションのもと、各職種が9 

協働しチーム医療を推進し、患者に対して最善の医療を提供すること。 10 

 11 

(2) 情報の一元化と共有 12 

ＤＰＣ（診断群分類別包括評価）による診療情報や病床管理情報など、医療に関する重要13 

な情報を担当部署に一元化するとともに、関係部署で共有することによって、患者に対して14 

より効果的な医療を提供すること。 15 

 16 

６  医療の質の向上 17 

(1) 継続的な取組による質の向上 18 

      電子カルテや診療情報データ等を活用し、計画的かつ継続的な取組により、医療の質の向19 

上を図ること。 20 

 21 

(2) 医療安全や院内感染防止対策の徹底 22 

患者に安全安心な医療を提供するため、医療安全管理部門の機能をさらに強化することに23 

より、医療事故や院内感染に関する情報収集と分析を行い、医療事故等の予防、再発防止対24 

策の徹底を図ること。 25 

 26 

(3) コンプライアンス（法令・行動規範の遵守）の強化 27 

医療法をはじめとする関係法令を遵守するとともに、個人情報の保護や情報公開には適切28 

な対応を行うなど、行動規範の遵守と倫理の強化を図ること。 29 

 30 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 31 

 32 

１ 医療職が集まり成長する人材マネジメント 33 

(1) 必要な医療職の確保 34 

医療水準を向上させるため、迅速かつ柔軟な採用活動により優秀な医療職の人材確保に努35 

めること。特に、増収につながる医師の確保を図ること。 36 

また、本来業務に専念できる体制や働きやすい環境の整備を図ること。 37 

 38 

(2) 魅力ある人材育成システム 39 

充実した医師の臨床研修システムや総合的な診療能力が習得できる教育体制の整備を図る40 
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こと。 1 

新人看護師の卒後臨床研修の充実や医療職を目指す学生のための実習の場の提供を図るこ2 

と。また、地域の医療機関の職員への研修をはじめとして、地域全体の医療の質の向上に資す3 

ること。 4 

魅力ある研修制度や研究環境の整備、専門職育成のための支援体制の充実を推進すること。 5 

事務職を含めた全職員に対し医療全般の知識を得るための総合教育や、医療職を含めた管6 

理監督職向けの教育の実施に努めること。 7 

   8 

２ 経営管理機能の充実 9 

(1) 役員の責務 10 

     全職員が一丸となって、持続可能な経営を目指して市民病院が提供すべき医療機能の充実11 

と収支改善の両立に向けて最大限努力すること。 12 

       全役員が経営に関する情報を共有しながら、広い視野で病院経営にあたること。 13 

 14 

(2) 管理運営体制の強化 15 

 組織の目標を確実に達成するため、各部門の責任と権限を明確にし、情報共有の徹底、意16 

思決定の迅速化など、管理運営体制を強化すること。 17 

     医療職を含む中間管理職がマネジメント能力を発揮するよう努力すること。 18 

 19 

(3) 事務職の役割の明確化と専門性の向上 20 

事務職の役割を明確にして、役割に応じた権限を持たせ、病院経営全般についてより推進21 

できる体制づくりを行うこと。 22 

専門性の向上を図るとともに、総合的な視点で組織の横断的役割を担う職員の育成に努め23 

ること。 24 

 25 

３ 構造改革の推進 26 

(1) 組織風土の改革 27 

     地方独立行政法人にふさわしい組織にするため、希薄なコスト意識や前例踏襲主義など、28 

独法以前の体質からの脱却を図るための職員の意識改革を進めること。 29 

 30 

(2) 人事給与制度の整備 31 

職員の能力や成果を的確に反映し、モチベーション向上や人材育成につながる公正で客観32 

的な人事評価制度の運用を行うこと。 33 

年功ではなく、職務や能力・成果と連動した新しい給与制度の整備、運用を図ること。 34 

各部門における定員や業務内容の見直しを行い、業務の効率化を図ること。 35 

 36 

(3) 購買・契約制度の改変 37 

      購買方法及び契約方法の見直しを行い、多様な手法の中から効率的な購買･契約システムと38 

その推進体制を構築すること。 39 

      経費削減を図るため委託業務の内容の見直しを行うこと。 40 
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第４ 財務内容の改善に関する事項 1 

 2 

１ 業績管理の徹底 3 

(1) 診療実績の向上による収入の確保 4 

     引き続き診療体制の充実を図り、病床利用率や診療単価の向上による増収に努めること。5 

診療報酬請求等の的確な対応や未収金対策で収入の確保に努めること。 6 

    また、診療報酬改定や健康保険法等の改正には迅速に対応し、収益の改善を図ること。 7 

 8 

(2) 支出管理などによる経費削減 9 

      人件費や経費等について、具体的な数値目標を設定し、その達成を図るための様々な取組10 

を進め、経費等削減を徹底すること。 11 

    原価計算等を活用するなど経費支出の適切なコントロールを強化すること。 12 

 13 

２ 安定した経営基盤の確立 14 

(1) 経常収支の改善 15 

中期目標期間内における累計経常収支の黒字はもちろんのこと、将来にわたり持続可能な16 

病院経営ができるように資金ベースも見込んだ黒字額を確保すること。 17 

 特に、運営費負担金は政策医療など不採算分野等の経費であることを十分認識し、運営費18 

負担金に頼ることなく、自立した病院経営を図ること。 19 

 20 

(2) 資金収支の改善と計画的な投資 21 

医療機器の購入や設備投資には、採算性を検討するとともに、購入や投資後の投資効果の22 

検証を実施すること。 23 

また、病院建替など将来の設備投資に備えた財源の確保に努めること。 24 

 25 



 
 

 

 


